
市会が16年度予算に付けた付帯決議「要旨」 

［一般会計］
国道162号は京都市と京北町を結ぶ重要な

幹線道路で非常に交通量も多いが、高雄学

区の区間は、小中学校の通学路にもなって

おり、安全性確保のために以前から改善が

なされてきた。

しかし、まだ危険度が高く、安全のため

の一層の改善に努めること。 （全会一致）

［国民健康保険事業特別会計］
国民健康保険を維持するために一般会計

からの繰入れがなされているが、国民健康

保険維持は大変厳しい状況にあり、本市で

は中間所得世帯に過度のしわ寄せが起きて

いる。

これ以上、中間所得世帯層等の負担が増

えないよう、国民健康保険制度改善に向け、

国に対して更に働き掛けること。（全会一致）

［介護保険事業特別会計］
１ 寝たきりゼロ運動など要介護認定状態

へ至らない施策を更に推進し、介護保険

料負担増加をでき得る限り回避するよう

努力すること。 （全会一致）

２ 16年度予算（案）における累積赤字は約

28億円となっているが、社会福祉事業基

金からの借入額約4億円は予算（案）上には

表れていない。今後実質累積赤字が市民

にも分かるように検討すること。

（全会一致）

［水道事業特別会計及び
公共下水道事業特別会計］

長引く不況を背景に、今後、上下水道事業

は厳しい財政状況が予想される。累積収支

の均衡、現行水道料金、下水道使用料の維持

が確実に達成されるよう努めるとともに、汚

水資本費補助金の繰入れを確保すること。

（自民×、共産○、公明○、民主・都○、無○）
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古紙配合率100％再生紙・大豆油インクを 
使用しています 

2月定例会で審議された市長提出議案120件と議員提出議案8件の審議結果は、次のとおりです。
（○＝賛成、×＝反対）

自 民 党＝自由民主党京都市会議員団（24人） 共 産 党＝日本共産党京都市会議員団（20人）
公 明 党＝公明党京都市会議員団（12人） 民主・都＝民主・都みらい京都市会議員団（12人） 無 所 属（1人）

高病原性鳥インフルエンザ対策を求める意見書、マンション対策の充実強化を求める意見書、
65歳まで働ける雇用環境の整備を求める意見書

生活保護費の削減と負担割合変更の撤回を求める意見書、イラク占領に反対し自衛隊の撤退を求める意見書 × ○ × × ×

件　　　　　　　　　　名 審議結果

会　派　名

公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 ○ × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

1 6 年 度
予 算 案

特別会計（母子寡婦福祉資金貸付事業、介護保険事業、老人保健、地域水道、中央卸売市場第一市場、
中央卸売市場第二市場・と畜場、農業共済事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業、土地取得、基金、市公債）、
公営企業会計（病院事業、水道事業、公共下水道事業、高速鉄道事業） 可　　決

○ ○ ○ ○ ○

一般会計、特別会計（国民健康保険事業、駐車場事業）、公営企業会計（自動車運送事業） ○ × ○ ○ ○

不動産の取得

市会会議規則の一部改正、市会委員会条例の一部改正、市会議員の報酬の額の特例に関する条例の一部改正

○ × ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

市道路線の認定、市道路線の廃止、地方自治法等の一部を改正する法律（平成14年法律第4号）による改正前の地方自治法第242条
の2第1項第4号の規定による訴訟に係る費用の負担11件、
訴えの提起（裁判上の和解を含む。）22件、包括外部監査契約の締結

○ ○

可　　決
[意見書
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人権擁護委員の推薦４件 可と認める ○ ○ ○ ○ ○

特別会計（老人保健、土地取得）、公営企業会計（水道事業、公共下水道事業、自動車運送事業、高速鉄道事業） ○ × ○ ○ ○

可　　決

条例制定案

地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例、
京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）御池通沿道特別商業地区建築条例、
建築物等のバリアフリーの促進に関する条例、国立大学法人法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係条例
の整備に関する条例、市長等の給与の額の特例に関する条例

可　　決
○ ○ ○ ○ ○

条例廃止案 農業共済条例及び農業共済事業基金条例

そ の 他 の
議 案

可　　決

議 員 提 出
議 案

否　　決

○ ○ ○

1 5 年 度
補正予算案

一般会計、特別会計（介護保険事業、地域水道、土地区画整理事業、基金）
可　　決

○ ○ ○ ○ ○

条例改正案

国際親善交流基金条例、公設小売市場条例、社会福祉奨学基金条例、緑化・公園管理基金条例、大学のまち交流センター条例、
公営企業の管理者及び組織に関する条例、非常勤職員公務災害等補償条例、特別職職員退職手当支給条例、
市会議員期末手当支給条例、旅費条例、市税条例、特別会計条例、心身障害児福祉会館条例、洛西ふれあいの里条例、
国民健康保険条例、休日急病診療所条例、健康増進センター条例、建築基準条例、伝統的建造物群保存地区条例、
自然風景保全条例、風致地区条例、火災予防条例、水道事業条例及び公共下水道事業条例、久世ふれあいセンター条例

可　　決

○ ○ ○ ○ ○

職員定数条例、職員給与条例、職員退職手当支給条例、証明等手数料条例、産業関係手数料条例、
市立学校授業料等徴収条例、市立学校管理用務員の給与の特例に関する条例

○ × ○ ○ ○

市長専決（訴えの提起） 承　　認 ○ ○ ○ ○ ○

固定資産評価審査委員会委員の選任４件、京都府公安委員会委員の推薦
同　　意

○ ○ ○ ○ ○

助役（副市長）の選任２件、収入役の選任、監査委員の選任 ○ × ○ ○ ○

2月定例会では、16年度予算などを審査するため、3
月5日に二つの予算特別委員会に議案を付託しました。
普通予算特別委員会には、16年度一般会計予算など

予算案15件とその関連議案18件を、また公営企業予算
特別委員会には、病院、水道、公共下水道、自動車運送
（バス）、高速鉄道（地下鉄）の16年度予算案5件をそれぞ
れ付託し、各委員会において、局長に対する質疑を終え

た後、市長・副市長に対する総括質疑を行い、3月29日
の本会議で各委員長から、審査の経過と結果を報告しま
した。
報告の後、付託議案の議決が行われ、すべて委員長報

告のとおり、原案どおり可決されました。なお、16年度
一般会計予算などに付けた付帯決議は次のとおりです。
（○＝付帯決議に対し賛成、×＝付帯決議に対し反対）

会　派　名 議員数 電話番号

自 由 民 主 党
京 都 市 会 議 員 団 24人 222－3718

日 本 共 産 党
京 都 市 会 議 員 団 20人 222－3728

公 明 党
京 都 市 会 議 員 団 12人 222－3732

民 主 ・ 都 み ら い
京 都 市 会 議 員 団 12人 222－3724

無 所 属 １人 222－3739

５月定例会は５月14日（金）から５月28日（金）までの予
定です。
また、各会派の代表質問は５月19日（水）に本会議場で

行われる予定です。

○市会ホームページでも、会議日程などを確認できます。

5月14日 10：00 本会議 市長の提案説明

5月18日 10：00 本会議 議案の処理

5月19日 10：00 本会議 代表質問

5月28日 10：00 本会議 議案の議決

5月定例会の会議日程（予定）


